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1. はじめに 

近年 GNSS 測位の分野では，精度の高い位置情報をほぼリアルタイムに近い時間で得ることができ

るリアルタイムキネマティック測位（RTK）技術が進展し，様々な分野で活用されている．地殻変動

監視で RTK を導入する場合，より高い精度を実現するため，基準局との相対的な位置を求める相対測

位が行われるのが一般的である．相対測位では，基準局と観測局の間の距離が長いと精度が劣化する

ため，広域を対象とする場合，複数の基準局を設けて基準局と観測局との距離が長くならないように

する必要がある．しかしながら，その場合，絶対的な地殻変動量の把握が困難となること，また，観

測局数の増大に伴う計算負荷の増大が著しくなるため，大規模化や複数衛星データの利用（マルチ

GNSS 化）を要するシステム構築が困難であること，などの問題点があった． 

そのような背景の下，精密単独測位型 RTK（Precise Point Positioning RTK; PPP-RTK）と呼ばれる手

法が，近年急速に発展し，世界的に研究が進められている．PPP-RTK とは，国際 GNSS 事業（International 

GNSS Service; IGS）などの外部機関から提供される GNSS 衛星の精密な軌道および時刻情報を用いて，

各観測局で単独測位を行うものである．PPP-RTK では，衛星毎に異なる位相端数バイアス（Fractional 

Cycle Bias; FCB）と呼ばれる補正情報を追加することで，単独測位において波数の整数不確定性を決

定する（Ambiguity Resolution; AR）ことが可能となり，相対測位型 RTK に比べ格段に少ない計算負荷

で匹敵する精度を出せることが示されていることから，将来的には電子基準点におけるリアルタイム

地殻変動把握業務への応用が期待されている． 

しかしながら，現時点では，PPP-RTK において安定的に AR を行う手法の開発やマルチ GNSS への

対応など技術的な課題が残され，安定した精度（座標再現性）を実現する手法まで到達しておらず，

実用的な段階にはない．また，将来的なリアルタイム地殻変動把握業務での実運用を想定した，地殻

活動時における地殻変動把握能力，異常値の発生頻度などの評価，あるいは，外部機関からの GNSS

衛星の精密な軌道及び時刻情報が途絶した場合に，GEONET データのみを用いてそのような情報を安

定的に生成できるか，などの評価は行われていない． 

以上のことから，PPP-RTK を用いてより安定した測位精度を実現するために必要となる技術を開発

するとともに，それを適用して PPP-RTK によるリアルタイム地殻変動把握のためのプロトタイプシス

テムを構築し，実運用を想定した評価を通じて改良を加え，完成させることが必要である．  

 

2. 研究内容 

本研究では，PPP-RTK において安定した座標再現性を実現するために必要となる技術開発（安定的

なリアルタイム AR 手法，マルチ GNSS 測位安定化手法の開発）を行う．また，電子基準点データか

ら PPP-RTK に必要となる補正情報（衛星軌道・時刻情報・AR のための補正情報）を生成する手法を

開発する．次に，それらの手法に基づいて PPP-RTK によるリアルタイム地殻変動把握のためのプロト

タイプシステムを構築し，実運用を想定した評価を通じて改良を行い，完成させる． 
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本年度は，キネマティック PPP-AR 法によるリアルタイム地殻変動監視のためのプロトタイプシス

テムを構築したのでその内容について報告する． 

 

3. 得られた成果 

今回構築したリアルタイムに PPP-AR 補正情報を生成するシステムは，解析エンジンとして宇宙航

空研究開発機構（JAXA）で開発された MADOCA0.7.6（高須他，2013）を用いている．生成する補正

情報は，衛星軌道，時計及び FCB である．対象とする衛星系は GPS 及び GLONASS であり，衛星軌

道・時計は GPS 及び GLONASS，また FCB は GPS の情報を出力している．補正情報生成に用いるデ

ータとしては，国際 GNSS 事業のリアルタイム GNSS 観測点 56 点，電子基準点 4 点，JAXA が運用す

る MGM-NET 観測点 19 点，米国測地研究コンソーシアム（UNAVCO）（図-1）の観測点 12 点の計 91

点の GNSS データストリームを用いた． 

図-1 に，本システムの構成および観測点配置，図-2 に電子基準点つくば 1（92110）において測位を

試行した結果を示す．座標値のばらつきは（東西，南北，上下）=（17, 14, 36）（mm）であった．シ

ステムの詳細は Munekane（2018）を参照されたい．  

 

  

図-1 （左）プロトタイプシステムの構成（右）観測点配置 
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図-2 つくば 1 における測位結果．2017/12/26-2018/1/3 の時系列を示す．深緑がフィックス解， 

黄緑がフロート解を表す． 

 

4. 結論 

キネマティック PPP-AR 法によるリアルタイム地殻変動監視に向け，プロトタイプシステムを構築

した．つくば 1 において測位を試行した結果，リアルタイムで PPP-AR 補正情報を生成するシステム

を構築した．座標値のばらつきは（東西，南北，上下）=（17, 14, 36）（mm）であり，当初目標であ

った水平の単成分で 20mm 以下という目標を達成できる見込みである．本システムは，南海トラフ地

震に関する地殻変動監視機能の強化の一環として，測地観測センターが運用する電子基準点リアルタ

イム解析システム（REGARD）（Kawamoto et al, 2017）の堅牢性強化のために実装される． 
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精密重力ジオイドに基づく高さ基準系の構築に関する研究（第 2 年次） 
 

  

実施期間 平成 28 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

松尾 功二 宮崎 隆幸   

 

1. はじめに  

明治時代に我が国の近代測量が始まってから現在に至るまで，標高は水準測量によって計測されて

きた．水準測量はミリメートル精度の比高を比較的容易に計測できる技術であるが，起点となる場所

から離れるに従って多大な労力と時間，そして費用を要するという欠点を持つ．また，計測する距離

が長くなるに従って計測誤差の累積（累積誤差）によって精度が低下するという性質を持つ．  

国土地理院は，これまで約 18,000km に及ぶ全国の路線を約 10 年かけて水準測量することで，全国

の標高改測を繰り返し実施してきた．しかしながら，予算や人員が縮小する中，今後もこれまでと同

様な標高体系の維持管理を続けていくことが困難になりつつある．加えて，全国改測のような長距離

路線の測定では，累積誤差の影響が特に大きく，広域で見た場合，標高に歪みが生じやすいという手

法上の課題も依然存在し続けている．そのため，現在，水準測量に代わる新たな標高体系の整備及び

維持管理手法が求められている．  

このような背景から，国土地理院では，水準測量に代わる新たな標高体系の維持管理手法として，

衛星測位技術（GNSS）と重力ジオイド・モデルを用いた手法（以下「GNSS ジオイド」という．）へ

の移行を検討している．GNSS ジオイドに基づく新たな標高体系の利点として，  （1）全国を衛星測

位で監視するためのインフラが既に整備済みである，（2）地殻変動を迅速に把握することができる，

（3）精度が距離に依存しない，（4）利便性が高い，という点が挙げられる．しかしながら，現状での

課題として，GNSS ジオイドによる標高決定の精度が水準測量に比べるとやや不十分であることが挙

げられる．水準測量による標高体系の誤差は基準である東京湾から遠く離れた北海道で約 4.5cm であ

るが，全国平均で見ると約 2.5cm である．一方，GNSS ジオイドによる標高の精度は GNSS 測量によ

る楕円体高の精度と重力ジオイド・モデルによるジオイド高の精度に依存する．GNSS 測量の精度は

現在では 1cm を達成しているのに対し，重力ジオイド・モデルの精度は約 8.4 cm であり，両者を合わ

せると現状の GNSS ジオイドの標高誤差は約 10cm と言える．すなわち，GNSS ジオイドをもとに水準

測量と同等の標高体系を構築するためには，重力ジオイド・モデルの高精度化が必要不可欠となる． 

そこで本研究では，GNSS ジオイドによる新たな標高体系の実現に向けて，精密な重力ジオイド・

モデルの開発を行う．現行の重力ジオイド・モデルは「JGEOID2008」（Kuroishi, 2009）であるが，現

行モデルには，（1）衛星重力データが古い，（2）地上重力データの基準系が古い，（3）重力データの

処理手法に改良の余地がある，といった課題がある．本研究では，これらの課題に取り組むことで，

重力ジオイド・モデルの更なる高精度化に臨む．   

 

2. 研究内容  

昨年度までの研究により，衛星重力データ及び海洋重力場モデルの更新と，高精度数値標高モデル

（Digital Elevation Model，以下「DEM」という．）を用いた重力化成手法の改良，FEO 法（Featherstone 

et al., 1998）による異種重力データの結合手法の改良などを実施し，GNSS 水準法による実測ジオイド

高と比較して，標準偏差 5.96cm で整合する重力ジオイド・モデル（以下「JGEOID2016」という．）を
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構築した（松尾ほか，2016）．現行モデルである JGEOID2008 と比べると約 2.48cm の精度向上となっ

たが，依然北海道では大きなジオイド較差が見られた．地域ごとに見てみると，本州・四国・九州で

は標準偏差は約 4.5cm であるのに対し，北海道では標準偏差は 5.78cm であった．この原因として，北

海道における地上重力データの数が他の地域と比べ少ないためと考えられる（図-1）．1km2 当たりの

平均的な地上重力データの数は，本州・四国・九州では 1.04 個/km2 であるのに対し，北海道では 0.44

個/km2 と半分以下である．そのため，北海道における重力ジオイド・モデルを高精度化するためには，

地上重力データの拡充を図る必要があるが，これには多大な労力と時間，費用を要してしまうため現

実的に実現することが非常に困難である．  

そこで本研究では，残差地形モデル（Residual Terrain Model，以下「RTM」という．）を開発・導入

することで，地上重力データの空白域における重力情報を補強し，重力ジオイド・モデルの更なる高

精度化を図る．RTM とは，地形質量による重力成分を DEM に基づく計算によって推定するもので，

重力場の短波長成分を補強するのに有効である．本研究では，Forsberg （2013）に倣い， RTM を重

力ジオイド・モデルに導入する． 図-2 に本研究で開発した日本列島のジオイド高（N）の分布図を示

す．ここでは，新たに開発した重力ジオイド・モデルを「JGEOID2017」と呼ぶことにする．JGEOID2017

の精度を評価するために，全国 971 箇所で GNSS 水準法により測定された実測ジオイド高と比較する．

重力ジオイド・モデルと実測ジオイド高の差分を取ったジオイド較差の分布図を図-3 に示す．そして，

ジオイド較差の標準偏差と平均較差を求めた結果を表-1 に示す．なお比較のために，RTM 導入前の標

準偏差と平均較差も合わせて示す．RTM 導入前は全国で標準偏差 5.96cm であったのに対し，RTM 導

入後は標準偏差 5.21cm となった．すなわち，RTM の導入によって 0.75cm の精度向上が達成された．

北海道を見てみると RTM 導入前は標準偏差 5.78cm であったのに対し，RTM 導入後は標準偏差 4.36cm

となり大きな精度向上が確認できる．  

 

3. 結論  

 RTM の導入により，地上重力データの空白域における重力情報が補強され，重力ジオイド・モデル

の更なる高精度化が達成された．重力ジオイド・モデルと実測ジオイド高の較差は，RTM 導入前では

標準偏差で 5.91cm であったのに対し，RTM 導入後は 5.21cm となり，結果として 0.75cm の精度向上

となった．本研究では 1km の空間分解能のもと計算を行ったが，計算に用いた DEM は 10m 分解能で

あるため，理論上は 30m 分解能まで計算することは可能である．すなわち，RTM の導入は重力ジオ

イド・モデルの精度だけでなく，空間分解能も高める効果を持つ．  

表-1 に示すとおり，各地域のジオイド較差は標準偏差で 4.4cm 以下となったが，平均較差を見ると

北海道で 8.36cm の大きなバイアスが存在する．この原因として 2 つ考えられる．1 つは，重力ジオイ

ド・モデルの長波長成分の誤差である．RTM の導入によって波長 15km 以下の短波長成分に関しては

重力情報の補強に成功したが，それよりも長い波長成分に関しては改良はなされていない．RTM の平

均半径を拡大することで，より長い波長の重力成分を計算することは可能であるが，波長が長くなる

ほど地殻密度の不確定性が誤差として伝搬することが予想される．RTM の最適な空間波長については，

検討の余地がある．もう１つは，実測ジオイドの誤差である．実測ジオイド高の導出には水準測量に

よる標高データが使用されており，水準測量の性質上，起点である東京湾から遠く離れるに従って計

測誤差が大きくなる．北海道では，おおよそ 4.5cm の計測誤差が見込まれ（Imakiire and Hakoiwa, 2004），

これが実測ジオイド高と重力ジオイド・モデルとの間のバイアスの大半を占めている可能性がある．

また，本州と北海道との間の水準路線は青函トンネル内を水準測量することで繋がれているが，トン

ネル内という悪条件下での観測から，その際に 2~3cmの誤差が生じた可能性が指摘されている（大滝，
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2005）．そのため，実測ジオイドデータについてもその品質を精査する必要がある． 

 次年度は，RTM 及び全球重力場モデルの結合重量の最適化と，実測ジオイド高の精査，地上重力デ

ータの基準系の更新，そしてモロデンスキー法による重力化成手法の高度化を実施する予定である． 
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図-1 100km2 の領域における地上重力データの数の分布． 
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図-2 本研究で開発した新たな重力ジオイド・モデル（JGEOID2017） 

 

 

図-3 JGEOID2017 と実測ジオイド高のジオイド較差の分布図 

 

表-1 JGEOID2016 と JGEOID2017 の実測ジオイド高との平均較差と標準偏差． 

 JGEOID2016 JGEOID2017 

地域 平均較差(cm) 標準偏差(cm) 平均較差(cm) 標準偏差(cm) 

北海道 9.18 5.78 8.36 4.36 

本州 0.73 4.49 1.36 4.39 

四国 1.53 4.47 2.95 4.32 

九州 -2.00 4.57 -0.98 3.95 

全域 1.78 5.96 0.91 5.21 
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迅速・高精度な GNSS 定常解析システムの構築に関する研究（第 1 年次） 
 

      

実施期間 平成 29 年度～平成 31 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

中川 弘之  

 

1. はじめに  

GEONET の定常解析の結果は，地震活動の評価や噴火時の噴火活動の推移監視等における基礎的な

資料として活用されている． 

しかし地殻変動の監視においては，現在の定常解析の性能をもってしても迅速性や時間分解能が不

十分な場合もある．例えば平成 28 年 4 月 14 日夜に発生した熊本地震においては，もっとも迅速な Q3

解でも地殻変動情報が得られたのは翌 15 日の朝になった．地震調査委員会の臨時会は通常，大地震発

生の半日後には開催されるため，場合によっては地殻変動情報が提供できず，地震像の把握が遅れる

可能性があった．  

また，時間分解能については，もっとも高い Q3 解でも 6 時間である．熊本地震では 14 日の M6.5

の地震の 3 時間後に同等の規模の余震が発生しており，余震による地殻変動も生じていると考えられ

たが，15 日午後の臨時会に提出した地殻変動情報においては M6.5 の地震による地殻変動と余震によ

る地殻変動を分離できず，地震像の把握に支障があった．さらに，火山において噴火直前の山体膨張

や噴火後の収縮を監視する場合でも，Q3 解では時間分解能が不足して火山活動の評価に支障をきたす

可能性もないとはいえない． 

そこで，我々は現状の定常解析よりも迅速性・時間分解能を向上させ，かつ精度の劣化をきたさな

い解析法として精密単独測位法（Precise Point Positioning．以下「PPP」という．）に着目した．PPP は，

GNSS 衛星の精密な軌道及び時刻情報を用いて各観測局で単独測位を行うものであり，格段に少ない

計算負荷で，1 エポックごとの位置を算出できることが特徴である．特に，衛星毎に異なる位相端数

バイアス（Fractional Cycle Bias．以下「FCB」という．）と呼ばれる補正情報を追加することで，PPP

において波数の整数不確定性を決定する（Ambiguity Resolution）ことが可能となり（この方法を以下

「PPP-AR」という．），相対測位に匹敵する精度を出せる可能性がある．加えて PPP-AR 法には，超巨

大地震で広域な地殻変動が発生した場合についても，電子基準点の変位を直接に算出でき固定点が不

要であるという利点もある．  

 

2. 研究内容  

2.1 研究開発の概要  

本研究は，後処理の PPP-AR 法に基づいて，現在の定常解析よりも迅速・高時間分解能な GEONET

定常解析手法を開発するものである．具体的には，GEONET のデータ取得後 2 時間以内に，全電子基

準点の 24 時間分の 1 秒間隔の座標時系列を，水平成分の座標再現性の代表的な値として約 1cm で取

得するための解析手法の開発と，それを実装したプロトタイプシステムを開発することを目標とする． 

2.2 平成 29 年度の実施内容 

平成 29 年度は，①プロトタイプシステムの構成の検討 ②解析時間の検討 ③試験解析の実施と

時系列解の精度評価 を実施した．  
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3. 得られた成果  

3.1 プロトタイプシステムの構成  

図-1 に，現在検討中のプロトタイプシステムの構成図を示す．  

 

 
図-1 プロトタイプシステムの構成図 

 

プロトタイプシステムは，PPP-AR に必要な軌道・時計情報や補正情報等を生成する部分（以下「補

正情報生成システム」という．）と，PPP-AR によって各電子基準点の座標時系列を計算する部分（以

下「測位システム」という．）から構成される．  

補正情報生成システムでは，まず IGS，MGM-net（JAXA が構築する複数 GNSS モニタ局ネットワ

ーク），GEONET から選定した計 93 点で構成されるグローバル観測局のリアルタイムデータストリー

ムから 1 時間ごとに，30 秒間隔の 1 時間 RINEX データを生成し格納する．グローバル観測局のデー

タの収集には，特別研究「精密単独測位型 RTK（PPP-RTK）を用いたリアルタイム地殻変動把握技術

の開発」（H27～29）で構築したシステムを使用する．次に，過去 24 時間分のグローバル観測局の 1

時間 RINEX データを用いて精密軌道，時計情報，EOP 及び FCB を 24 時間スパンで推定する．この推

定は 2 段階で実施する．まず，衛星の精密軌道だけを 5 分間隔で推定し，次に，それを固定して時計

情報，EOP，FCB を 30 秒間隔で推定する．なお，この推定には，JAXA により開発されたソフトウエ

ア MADOCA を使用している．  

測位システムは，まず，1 時間ごとに電子基準点全点の 1 時間 BINEX ファイルを取得し，RINEX

に変換して格納する．次に，その 24 時間分のデータと，補正情報生成システムで推定された精密軌道・

FCB 等を用いて，PPP-AR 法により全電子基準点の 24 時間分の 1 秒間隔の座標時系列を 1 時間ごとに

計算する．PPP-AR 解析にはオープンソースのソフトウエア RTKLIB に PPP-AR 機能を付加したものを

使用する．  

現在のところ，補正情報生成システムについては 1 時間ごとに上記の各種情報の推定を実施できる

ところまで開発している．一方，測位システムについては，BINEX データの取得については現在構築
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中である．以下で述べる試験解析では，測地観測センターより解析期間の 1 秒データを HDD に格納

した形でオフラインで提供をうけた．  

 

3.2 解析時間の検討  

本解析スキームは，①グローバルデータ及び GEONET データの収集 ②精密軌道・FCB 等の推定 

③測位計算 の 3 つの部分からなる．これら一連の処理を約 2 時間で実施することが本研究の目標で

ある．そこで，各ステップの解析時間について検討する．なお，解析時間の評価には，①及び②で一

台，③で一台の計算機を使用した．  

①については，グローバルデータは毎正時の 5 分後にはその前 1 時間のデータが格納できることを

確認できた．また，GEONET データについても，全点の BINEX データから RINEX への変換が 5 分程

度で実施できることを確認した．  

②については，24 時間スパンでの精密軌道・FCB 等の推定をおよそ 25 分以内に実施できることを

確認した．  

以上により，③の測位計算に充てられる時間は，（2 時間）−（5 分）−（25 分）＝90 分となる．そ

こで，計算する観測点数と時系列の時間間隔及び解析にかかる時間との関係を調査した．その結果を

図-2 に示す．時系列を 1 秒間隔で計算した場合，90 分間で計算できるのは 450 点程度である．したが

って，GEONET 全点約 1300 点を計算するには 3 台の計算機を平行して運用すればよい．一方，時間

間隔を 2 秒にした場合には，90 分で約 700 点の計算が可能であり，必要な計算機は 2 台となる．いず

れにせよ，現実的な台数の計算機によって解析時間の目標は達成できることがわかる．  

 

 

図-2 観測点数と時系列の時間間隔及び測位解析時間の関係 

 

3.3 試験解析の精度評価  

補正情報生成システムによって作成された精密軌道及び衛星時計情報等を用いて，GEONET 全点の

1 秒データの解析を行い精度評価を実施した．今回の試験解析では，今後の議論のベースとして AR

を行わない状態での精度を評価することとした．  

解析期間は 2017/7/27～2017/8/25 の 30 日間で，各日について 0 時～翌 0 時及び 12 時～翌 12 時の 2

セットの時系列を計算した．精密軌道等の推定に使用したグローバル局数は，42～69 局で平均 64 局
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であった．  

水平成分についての時系列の標準偏差の度数分布図を図-3 に示す．目標とする標準偏差 1cm 以下を

達成した時系列は，全体の 30％程度であった．また，最も頻度が多いのは，1cm～1.2cm の区間であ

った．  

 

 

図-3 試験解析における水平成分の時系列の標準偏差の度数分布図 

 

4. 結論  

PPP-AR に基づく，新たな GEONET 解析手法を実装したプロトタイプシステムの構成を検討すると

共に，その解析時間を見積もった．解析時間については，現実的な計算機の台数で目標となる解析時

間である約 2 時間以内を達成できる見込みを得た．  

また，AR を適用しない試験解析を行い解の再現性を調査した．その結果，目標とする標準偏差 1cm

以下を達成した時系列は全体の 30％程度であった．したがって，目標とする精度を達成するためには，

今後，AR の適用や測位解析のパラメータの最適化等の対応が必要であると思われる．  

 

謝辞 

IGS からはリアルタイム GNSS データストリームを提供いただいた．MADOCA および MGM-net のデ

ータは，JAXA と国土地理院の包括的協力の協定書に基づき JAXA より貸与を受けた．測位計算には，

東京海洋大学の高須知二研究員によって開発されたオープンソースのソフトウエア RTKLIB に国土地
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将来の測地基準系の保持手法に関する研究（第 6 年次） 
 

 

実施期間 平成 24 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

宮﨑 隆幸  松尾 功二 

 

1. はじめに 

国土地理院は，測量法に基づき様々な観測を利用して地球上における我が国の位置の基準を定めて

いる．VLBI や GPS などの宇宙測地技術の進展とその国際観測の継続的な実施によって，地表基準点

の幾何学的な三次元位置（経・緯度と楕円体高）が国際的な測地基準系（国際地球基準座標系：ITRF）

において正確に決定され，我が国においても国際的な標準に基づく水平位置の表示が可能となり，2002

年 4 月からは世界測地系が導入された．地球の表面は十数枚のテクトニック・プレートで覆われ，互

いに相対的に移動しているため，地表上のどの地点でも世界測地系における位置が経年的に時間変化

している．また，規模の大きな地震活動などに伴い，地域的な地殻の変形（地殻変動）が複雑に生じ

ている．そのため，世界測地系における日本の測地基準点位置の時間変化を監視し，測地基準系を保

持することが必要となる． 

国土地理院では，VLBI 観測と全国の電子基準点における GNSS 観測を継続して行い，基準点位置

を監視している．経年的な地殻変動に伴う歪みについては，電子基準点の観測に基づき，基準点の測

量成果に対する補正量をセミ・ダイナミック補正パラメータとして定期的に公表し，測量基準点の位

置情報の品質を保持している．また，規模の大きな地震に伴う地殻変動については，測量成果が現況

と適合しなくなった地域における基準点の成果を停止し，改測等を行った上で成果の改定を行ってい

る． 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は日本列島の観測史上最大の地殻変動を伴い，

当初の成果停止措置は東北地方から関東甲信越地方に及んだ．その余効変動と見られる地殻変動は現

在でも東北地方太平洋側を中心として水平方向に最大で 15cm /年ほどに達している．このような状況

下において，現状のセミ・ダイナミックパラメータの年１回の更新頻度で今期座標と観測値の整合性

を保つという対応のありかたについては国土地理院内において議論されているところである． 

第 6 年次となる今年度は，昨年度開発したマルコフ連鎖モンテカルロ法による地震後変動（PSD）

モデル推定手法（宮崎・松尾，2017）を牡鹿半島周辺の電子基準点の座標時系列データに適用し，今

後 5 年間の余効変動の予測値を試算した． 

 

2. 研究内容 

 本課題の昨年度実施内容であるマルコフ連鎖モンテカルロ法（以下「MCMC 法」という．）による

PSD モデル推定手法を牡鹿半島周辺の電子基準点 20 点の座標時系列データに対して適用した．今回

計算対象とした電子基準点の配置を図-1 に示す．これ以降，簡単のため各電子基準点番号の末尾 4 桁

を用いて表示する． 
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図-1 今回計算対象とした電子基準点の分布． 

 

PSD モデル関数の選択には定数，定数+対数関数，定数+指数関数，定数+対数関数＋指数関数，定

数+指数関数+指数関数及びこれらに線形速度を加えた 10 種類の PSD モデル関数を用意し，このうち

のいずれかひとつを使用した．これらの PSD モデル関数に含まれる非線形項に相当する時定数の値を

1 日，10 日，100 日，1,000 日，10,000 日に設定して残りの線形項を解き，その残差から BIC が最小

となる時定数と PSD モデル関数の組み合わせを選択した．この PSD モデルを MCMC 法による PSD モ

デル推定計算の初期値とすることで MCMC 法のデメリットである計算時間の短縮を図った．今回の

計算対象地域では 2008 年岩手・宮城内陸地震の影響が見られるため，PSD モデルの推定には 2009 年

1 月 1 日から 2017 年 12 月 31 までの GEONET F3 解（中川ほか，2009）の座標値を使用した．MCMC

法のサンプル数は 1,000,000，そのうち 200,000 サンプルを初期化期間として棄却した．1 点あたりの

計算に要した時間はおよそ 10 分であった． 

 

3. 得られた成果 

 BIC 最小の基準で選択された PSD モデル関数は，今回試算した全ての点で，定数+対数関数+指数関

数+線形速度のモデル関数であった．一例として電子基準点 0036 の PSD モデル推定結果を図-2 に示す． 
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図-2 観測値，MCMC 法による PSD モデルの時系列プロット(左)，及び残差(右)．上段より東西，南北，上下

成分．縦軸は 2009 年 1 月 1 日の局所座標値を基準とした．単位：m 

 

 水平成分では 2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震の直後にミスフィットが見られる以外は

2015 年半ばまで 1cm 程度の残差で観測値を説明できている．2015 年半ばからは 2cm 程度の残差が見

られ，単一の PSD モデルで説明することが難しくなる．上下成分では観測値の S/N が水平成分に比べ

て小さく，2015 年以降のミスフィットは目立たない．同様の傾向は 0036 以外の電子基準点の解析で

も見られることから，水平 1cm 精度での PSD モデルの維持には定期的な時系列の監視とパラメータ

の再推定作業が必要となるといえる． 

20 点の電子基準点において推定された PSD モデルを用いて 2018 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31

日までの変動量を予測計算した．水平成分の結果を図-3 に示す． 

 

 

図-3 PSD モデルによる 2018 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日までの各電子基準点の変動量の予測値 

（水平成分） 
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PSD モデルによれば，地震発生直後と比較すれば変動の速度は低下するものの，今後も牡鹿半島を

中心に年間数 cm 程度の変動が継続する結果となった．同様に図-4 に上下成分の予測変動量を示す．

上下成分では各電子基準点における変動の相関が比較的大きい結果となったため，python 言語の

pykrige モジュールを利用して kriging 法による空間補間を実施した． 

 

 

図-4 PSD モデルによる 2018 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日までの各電子基準点の変動量の予測値  

（上下成分）．各電子基準点における予測値を kriging 法により空間補間した． 

 

全体的に 5 年間で 5cm～30cm 程度の隆起が予測される結果となった．水平成分では牡鹿半島先端部

に大きな変動量が予測されたが，上下成分ではそれよりも北側に位置する南三陸や気仙沼周辺で大き

な変動量が予測される． 

 

4. まとめ 

 昨年度本課題で開発した MCMC 法による PSD モデル推定手法を用いて，牡鹿半島周辺の電子基準

点 20 点における PSD モデルを推定した．推定の結果，観測値を水平・上下成分ともに 2cm 程度の残

差で説明できる PSD モデルが得られた．各電子基準点で推定された PSD モデルをもとに 2018 年 1 月

1 日から 2022 年 12 月 31 までの変動量の予測値を試算した．その結果，今後 5 年間で水平成分，上下

成分ともに最大で 30cm 程度の変動が予測された． 

 

参考文献 

宮﨑隆幸・松尾功二（2017）：将来の測地基準系の保持手法に関する研究（第 5 年次），平成 28 年度調

査研究年報，148-151． 

中川弘之・豊福隆史・小谷京湖・宮原伐折羅・岩下知真子・川元智司・畑中雄樹・宗包浩志・石本正

芳・湯通堂亨・石倉信広・菅原安宏（2009）：GPS 連続観測システム（GEONET）の新しい解析戦略

（第 4 版）によるルーチン解析システムの構築について, 国土地理院時報, 118, 1-8. 
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ジオイドと重力場の時間変動抽出と機構解明に関する研究（第 2 年次） 
 

         

実施期間 平成 28 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

松尾 功二  宮崎 隆幸 

 

1. はじめに 

地球の形状の近似として，準拠楕円体及びそれに基づいて定義される緯度・経度・楕円体高といっ

た座標値を複雑な形状を持つ現実の地球へ適切に関連付けるためには地球の物理的性質である重力場

を用いる必要がある．重力場の等ポテンシャル面のひとつとして定義されたジオイドからの距離が標

高であるため，特に高さに関しては重力場の影響は大きく，純粋に幾何学的に決定された楕円体高か

ら日常生活に不可欠な標高の値を正確に得るためには精密なジオイドが必要となる．近年 GNSS 観測

による標高決定手法が普及し，高さの基準としてのジオイドの重要性は一層増している． 

地球の重力場及びジオイドは地球内部の質量分布を反映して空間的に大きく変動するが，定常的な

地殻変動や地震による質量の再配分によって時間的にも変動する．そのような重力及びジオイドの時

間変化をモデルとして表現することで，重力・ジオイドの場はある基準時刻における場とそれからの

変動場に分離され，より厳密に測地基準系を定義するための基礎を与える．また変動場を監視するこ

とで高さの基準としてのジオイドへの地震や定常的な地殻変動といった様々な要因の寄与を把握し，

測地基準系の維持・管理へ反映することができる． 

本研究は重力やジオイドの時間変化に関する地球物理学の知見に，衛星重力測定，衛星アルチメー

タ，地上重力測定，地殻変動などの多様な測地観測データを同化することで重力及びジオイドの場の

時間変化モデルを作成し，測地基準系の維持のための参照資料とするとともに時間変化の要因に対す

る解釈を与えることを目的とする．第 2 年次に当たる平成 29 年度は，衛星レーザ測距（Satellite Laser 

Ranging，以下「SLR」という．）から地球重力場の低次成分を推定し，これを時系列解析することに

より得られる全球規模の重力変動について研究を行った． 

 

2. 研究内容 

 本研究では，SLR によって観測された衛星追尾データを処理することで，衛星軌道を精密に決定し，

その衛星軌道情報をもとに地球の重力場成分を推定する．SLR データの解析には，一橋大学が筆頭に

開発を進めている宇宙測地技術解析ソフトウェア CONCERTO version5++（以下「C5++」という．）を

使用した（e.g. Otsubo et al., 1994）．地球の重力場は，衛星の 3 次元位置変化に対する重力ポテンシャ

ルの変化を応答関数（ヤコビ行列）とする反復重み付き最小二乗法によって推定した．使用した SLR

衛星は，LAGEOS-1 衛星，LAGEOS-2 衛星，Starlette 衛星，Ajisai 衛星，Stella 衛星，Lares 衛星である．

アーク長は，LAGEOS 衛星については 5 日，その他の低軌道衛星については 3 日とした．なお，SLR

衛星の 3 次元位置を決定する際に使用した各種物理補正モデルついては表-1 のとおりである．比較の

ため，先行研究（Matsuo et al., 2013）で用いたモデルと解析手法も合わせて表-1 に示す．本研究では，

先行研究の解析に，（1）各 SLR 衛星と全 SLR 局のレンジバイアスを同時推定する，（2） 全 SLR 局の

位置を no-net-rotation 拘束のもと同時推定する，（3） 低軌道衛星に作用する大気抵抗を DTM-2013 モ

デル（Bruinsma, 2015）を用いて補正する，（4）one-per-rev 経験的加速度を導入する，（5）初期重力場

モデルを更新する，（6）SLR 局のデータ重量を調整する，という改良を施した． 
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 以上の解析のもと，1994-2015 年における月毎の地球重力場成分を球面調和係数の次数 6 まで推定

した．その結果のうち，球面調和係数の S54 成分を取り出した時系列を図-1 に示す．SLR による重力

解の改善度を見るために，GRACE と質量収支モデルで推定された時系列も合わせて示す．GRACE デ

ータは，テキサス大学宇宙研究センター（CSR）が提供する Level-2 RL05 データを使用した．なお，

SLR 解と同じ条件とするため，GRACE データには大気・海洋質量データ（GAC プロダクト）の足し

戻しを行った．質量収支モデルは，大気質量を AOD1B RL05 モデル，陸水質量を WaterGAP 2.2a モデ

ル，氷床質量を RACMO 2.3モデル，海洋質量を AOD1B RL05 + RACMO 2.3モデル，後氷期回復を ICE5G

氷床モデルに基づく 3 次元有限要素モデルを使用した．また比較のため，SLR 重力解は，先行研究の

解，CSR が提供する解（Cheng et al., 2011），そして本研究の解を合わせて示す． 

図-1 のとおり，本研究の解は，先行研究や CSR の解と比べてバラツキが小さく，GRACE や質量収

支モデルの結果と良く一致している．図-2 は，SLR 重力解と GRACE/モデルとの間の相関係数を全て

の次数に対して計算した結果である．本研究の解は先行研究の解と比べ，GRACE/モデルとの相関が

平均で約 20%高い結果となった．C30 項で解の劣化が見られるが，これは one-per-rev 経験的加速度と

の高い相関を持つため，解が上手く分離できなかったことが考えられる．C32 項，S51 項，S53 項も

他のパラメータとの高い相関から解の不確定性が大きくなったと推測される．図-3 に，SLR 重力解の

球面調和係数から求めた，西南極（南緯 72 度，西経 111 度）における重力変化の時系列を示す．先行

研究の解では，重力変化のバラツキが極めて大きく，南極氷床の融解のタイミングが正しく捉えられ

ていないが，新しい解ではバラツキが劇的に減少し，融解のタイミングを正しく捉えている． 

 

3. 結論 

SLR データに適用する物理補正モデルと解析手法を改良することで，SLR から導出される地球の重

力場解を飛躍的に向上させることに成功した．特に本研究では，先行研究で達成することができなか

った南極における重力変化を正しく捉えることができた．SLR は，GRACE 打ち上げ以前の 1990 年代

も観測を行っているため，これを活用することで地球上の長期的な質量移動に関する現象の知見を深

めることができる．また，SLR データ自体は 1970 年代から存在するため，注意深く解析することで

更に長期的な質量移動を追跡することができる．今後も，SLR データの解析戦略の高度化に取り組み，

SLR 重力解の更なる精度向上に臨む． 

 

参考文献 

Bruinsma, B. （2015）: The DTM-2013 thermosphere model, J. Space Weather Space Clim., Vol. 5, A1, 

https://doi.org/10.1051/swsc/2015001. 

Cheng, M., J. C. Ries, and B. D. Tapley (2011):Variations of the Earth's Figure Axis from Satellite Laser 

Ranging and GRACE, J. Geophys. Res., 116, B01409, 2011, doi:10.1029/2010JB000850. 

Matsuo, K., BF. Chao, T. Otsubo, and K. Heki (2013): Accelerated ice mass depletion revealed by low-degree 

gravity field from satellite laser ranging: Greenland, 1991-2011, Geophys. Res. Lett., Vol.40, 4662-4667, 

doi:10.1002/grl50900. 

Otsubo, T., H. Kunimori, B. Engelkemier and F. Takahashi (1994): Error control of numerical integration in 

SLR analysis software CONCERTO, J. Geod. Soc. Japan, 40, 4, 347-335. 
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表-1 先行研究と本研究の SLR 解析で使用された物理補正モデルと解析手法 

 先行研究（Matsuo et al., 2013）  本研究 

固体潮汐（重力と変位） IERS2010 IERS2010 

海洋潮汐（重力） FES2004（20 次まで） FES2004（20 次まで） 

海洋潮汐（変位） EOT11a EOT11a 

大気潮汐（重力） IERS2010（S1-S2 tide） IERS2010（S1-S2 tide） 

大気潮汐（変位） Ray & Ponte (2003) Ray & Ponte (2003) 

海洋極潮汐（重力・変位） IERS2010 IERS2010 

平均極 IERS mean-pole IERS mean-pole 

LOD と EOP EOP 08 C04（IAU2000） EOP 08 C04（IAU2000） 

初期重力場モデル EGM2008（150 次まで） GOCO05S（99 次まで） 

暦  DE423 DE423 

SLR 局の位置 SLRF2008 に固定 NNR 拘束で推定 

経験的加速度 定数項 定数項＋One-per-rev 項 

太陽輻射圧 キャノンボールモデル キャノンボールモデル 

大気抵抗モデル 未使用 DTM-2013 

レンジバイアス 固定 衛星と局ごとに推定 

 

 
図-1 SLR，GRACE，質量収支モデルから推定された球面調和関数 S54 成分の時系列変化．上から，先行研究，

CSR，本研究の解を示す．  

-158-



       

 

 

図-2 先行研究・本研究による SLR 重力解と GRACE/モデルとの間の相関係数．縦軸が球面調和係数の次数，

横軸が球面調和係数の位数を示す．平均して約 20%の向上度が見られる．  

 

 

図-3 SLR 重力解から求めた西南極（南緯 72 度，西経 111 度）における重力変化  
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衛星高度計を用いた海面形状の高精度決定に関する研究（第 2 年次） 
 

  

実施期間 平成 28 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

松尾 功二   

 

1. はじめに 

人工衛星搭載の海面高度計（以下「衛星高度計」という．）の台頭により，地球上のあらゆる海域の

表面形状を効率的かつ高精度に計測できるようになった．衛星高度計とは，衛星直下にマイクロ波を

照射し，地表で反射して再帰するまでの時間を計測することで，衛星－地表間の高度を測る計測機器

である．その精度は，海面変動が穏やかな海域であれば 1-2cm に達する．しかしながら，海面変動が

激しい海域や沿岸地域では，照射したマイクロ波の反射波形が乱れてしまい，計測精度が大きく低下

してしまう．また，衛星の回帰周期が周期的な海面変動と同期してしまうと（例えば K1 分潮），エイ

リアシング（折り返し雑音）が生じ，計測精度が低下することもある．  

海面変動は，質量再分配や地殻荷重変位を通じて，地上の測地観測データ（GNSS，水準，重力）

に顕著な影響を及ぼす．そのため，地震や火山活動に関連した微細な地殻・重力変動を捉えるために

は，その影響を正確に補正する必要がある．日本周辺の海面変動は，これまで主に験潮観測で計測さ

れてきたが，観測点数は数十点と限られているため，これのみで全容を把握することは不可能である．  

そこで本研究では，衛星高度計を活用し日本周辺の海面変動を高精度かつ網羅的に計測することを

試みる．最新の衛星高度データに最先端の解析手法や物理補正モデルを適用することで，沿岸部を含

む全ての海域の海面変動を高い精度で導出する．そして，そのデータに基づき海面変動が測地データ

に及ぼす影響を詳細にモデル化すること試みる．また，得られた海面高データをもとに，日本周辺の

海面変動の原因について地球物理的な考察を行い，その特徴とメカニズムの解明を試みる． 

 

2. 研究内容 

本年度は，日本周辺海域において数年から十数年の周期で繰り返される海面変動（年々変動）につ

いて調査した．全球平均海面の年々変動は，エルニーニョ南方振動（El-Nino Southern Oscillation，以

下「ENSO」という．）の発生と高い相関があることが知られている．図-1 は，衛星高度データから経

験的直交関数（Empirical Orthogonal Function，以下「EOF」という．）解析によって抽出した全球海面

高の年々変動の時空間パターンである．ENSO の発生域である赤道直下のペルー沖とフィリピン海に

て，顕著な変動パターンが見られる．ENSO の強度と傾向を表す拡張多変量 ENSO 指数（以下「ENSO 

Index」という．）と全球海面高の年々変動の時間パターンを比較すると，相関係数は 0.915 となり極

めて有意な相関が見て取れる．本研究では，日本周辺の海面変動にその年々変動を駆動する地球物理

現象について，衛星高度データを用いた統計解析から考察を行う． 

本研究で使用した衛星高度データは，オーストラリア連邦科学産業研究機構（CSIRO）が提供する

二次処理済みのデータである．データ期間は 1993 年 7 月から 2011 年 6 月までで，時間分解能は 1 ヶ

月，空間分解能は 1 度×1 度である．電離層，乾燥大気，湿潤大気によるマイクロ波の伝搬遅延の影響

は，それぞれ，2 重位相差による線形結合，ECMWF 大気モデル，衛星搭載のラジオメータのデータ

を用いることで補正している．また潮汐の影響は，海洋潮汐と荷重変位については GOT4v8 モデルに

よって，極潮汐と固体潮汐については Geophysical Data Record に含まれる補正データを用いて除去し
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た．Inverse barometer（IB）と風応力の影響は，ECMWF モデルと MOG2D 海洋モデルによって補正さ

れている． 

日本周辺海域における海面高の年々変動を抽出するために，衛星高度データに回帰分析と EOF 解析

を適用する．まず，回帰分析によって先験的に明らかな季節成分と経年成分を衛星高度データから取

り除く．ここでは，季節成分は年周変化と半年周変化の組み合わせで，経年成分は 1 次変化で表現す

る．これらの成分を除去したのち，衛星高度データに EOF 解析を適用し，海面高の年々変動成分を抽

出する．図-2 に，EOF 解析によって抽出した日本周辺（緯度 25 度～47 度，経度 124 度～155 度）に

おける海面高の年々変動の時空間パターンを示す．海面年々変動の空間パターンは，関東沖海域にて

東西に伸びる強いシグナルを示す．1993-2011 年の期間で見ると，変動の周期は約 10 年，最大振幅は

約 150mm である．この海面年々変動と ENSO Index の時間パターンを比較したところ（図-3a），相関

係数は 0.06 と，ほぼ無相関であった．そのため，日本周辺の海面年々変動については，ENSO とは異

なる要因が強く影響していると思われる．図-2a によると，海面年々変動が顕著な領域は，黒潮続流

の発生域と良く一致しているように見える．そこで，黒潮続流との関係性を検討するために，黒潮続

流の発生域（緯度 130 度～160 度，経度 25 度～38 度）における平均海流速度を黒潮続流の活動度を表

す指標（以下「Kuroshio Index」という．）とし，その指標と海面年々変動の時間パターンとの相関を

検証した．なお，平均海流速度データは，海洋研究開発機構が提供する四次元変分法海洋環境再現デ

ータセット（Osafune et al., 2015）を使用した．図-3b に，海面年々変動と Kuroshio Index の時間パタ

ーンを示す．両者の時間パターンは良く類似しており，その相関係数は 0.63 となり有意な相関を示し

た．すなわち，日本周辺の海面年々変動は，主に黒潮続流の活動度の変化によって生じると推測され

る． 

 

3. 結論 

 衛星高度データを用いて，日本周辺海域における海面高の年々変動について研究を行った．回帰分

析と EOF 解析によって，その年々変動成分を抽出したところ，関東沖海域にて，周期約 10 年，最大

振幅約 150mm の顕著な変動パターンが見られた．その空間パターンは，黒潮続流の発生域と良く一

致しており，また時間パターンは，黒潮続流の発生域における平均海流速度の変化と良く一致してい

た．そのため，日本周辺海域の海面年々変動は，主に黒潮続流の活動度の変化によって生じると推測

される．この黒潮続流の変化は，関東沖に面する東京湾の海面高にも影響を及ぼすことが予想される．

標高改定で東京湾の平均海面高を再決定する際は，この影響にも注意を払うべきであろう． 

 

参考文献 

Osafune, S., S. Masuda, N. Sugiura and T. Doi（2015）: Evaluation of the applicability of the Estimated Ocean 

State for Climate Research （ESTOC）dataset, Geophys. Res. Lett., 42, 12, 4903-4911. 
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図-1 衛星高度データから導出した全球海面高の年々変動の空間パターン（a）と時間パターン（b)．青線が全

球海面高の年々変動を示し，赤線が ENSO 指数を示す． 

 

 

図-2 回帰分析と EOF 解析により衛星高度データから導出した日本周辺の海面年々変動の空間パターン（a)と

時間パターン（b） 
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図-3 日本周辺の海面年々変動の時間パターンと ENSO 指数（a）および黒潮活動度（b）．黒線が日本周辺の海  

面年々変動の示し，赤線が ENSO 指数と黒潮活動度を示す． 
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小型 GNSS 測量機による測位精度の向上に関する研究 
 

         

実施期間 平成 28 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

宮崎 隆幸 

 

1. はじめに 

国土地理院は日本全国に約 1,300 点の GNSS 連続観測システム（GEONET）観測点を整備し，その

観測データ及び解析結果を提供することで正確な位置の基準を与えている．これに加えて地震発生時

には GEONET の観測データから速やかに地殻変動量を算出して速報として発表し，変動量が著しい場

合には GEONET 観測データから地震断層モデルを算出するなどしている． 

GEONET 観測点の平均点間隔は約 20km であり，測量の位置の基準としては十分な空間密度で配置

されている．また海溝型地震のような空間スケールの大きな地震イベントに対しても十分な検知能力

を持つ．しかし空間スケールが比較的小さい内陸型地震においては GEONET 観測点が必ずしも地震断

層近傍に存在するとは限らず，ごく少数の観測点において小さな変動シグナルしか得られないことが

ある． 

電源の問題を始めとした観測条件が厳しい地域における地殻変動監視のための GNSS 連続観測を目

的として国土地理院は GNSS 火山変動リモート観測装置（Remote GNSS Monitoring System: REGMOS）

を開発した（平岡ほか, 2011）．REGMOS は活動的火山の山頂付近に設置することを念頭に開発されて

おり，太陽電池から電力を得て GNSS データを取得し，衛星電話サービスを用いて監視局へデータを

送信することで電源・通信などのインフラが整備されていない地域での連続観測を可能とする．さら

に低温と激しい風雪に耐えるために様々な工夫が加えられたことによって GNSS 連続観測が可能な領

域を大幅に拡大した．しかしその一方，厳しい観測環境に耐える要求を満たすためにその重量は 1t

弱となり，製造コストと設置の労力の観点から，これを用いて GNSS 連続観測点数を劇的に増加させ

ることは難しい． 

本研究では市販の低価格な GNSS 受信機モジュール及び小型 GNSS アンテナを用いて製造コストと

設置の労力を低減することで，測位性能を極力維持しつつ観測点数の大幅な拡大が可能な簡易型

GNSS 連続観測装置及びそれを用いた観測データの解析手法を開発することを目的として技術開発を

実施する．第 2 年次にあたる平成 29 年度は市販の低価格 GNSS 受信機モジュールに制御用の小型コ

ンピュータとソーラーパネル及びバッテリーを組み合わせ，スタンドアローンで動作する小型 GNSS

観測装置の試作と性能評価を実施した． 

 

2. 研究内容 

 本研究では市販の GNSS 受信機モジュールとして，スイス NVS 社製 NV08C モジュール及びスイス

u-blox 社製 NEO-M8T モジュールを使用した．制御用コンピュータとしては raspberryPi3 を使用し， 

その電源として鉛バッテリー，ソーラーパネルを接続した．図-1 に概略図を示す． 
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図-1 観測装置概略図．太線は USB ケーブル接続を示す． 

 

今回試作した小型 GNSS 観測装置の製作コストは約 11 万円であったが，使用パーツを見直せば 10

万円を切るコストで製作が可能であると見込まれる．これは測量用 GNSS 受信機の価格を大きく下回

る額である．ただしバッテリー容量やアンテナ性能をどこまで追求するかによってコストは変化する．

今回は容量約 24Ah のバッテリーと NEO-M8T 評価キットに付属するアクティブアンテナを使用した． 

今回の測位性能評価では精密測量分野で一般的に使用されている GNSS 測量機である Trimble 社 R7 

GNSS 受信機及び Zephyr Geodetic model2 アンテナ（以後「R7 GNSS」と総称する．）を比較の参照と

して小型 GNSS 観測装置の測位性能を評価した．測位解析には RTKLIB2.4.2（高須ほか, 2007）を使用

し，いくつかの解析条件を試行することで測位性能の変化を把握することとした． 

 解析の条件を表-1 に示す．国土地理院研究棟屋上に設置した小型 GNSS 観測装置を移動局としてス

タティックと後処理キネマティックの測位モードで解析を実施した．その際の基準観測局として電子

基準点「つくば 1」，「阿見」，「守谷」，「利根」を使用した．基線長はそれぞれ約 250m，13.5km，20.3km，

26.5km である．  

 

表-1 解析条件 

使用衛星 GPS+GLONASS 

衛星軌道・時計誤差 IGS 速報(igr)暦 

解析間隔 30 秒 

カルマンフィルタ Combined 

電離層遅延 放送暦 

大気遅延 Sasstamoinen モデル 

地球回転パラメータ あり 

海洋潮汐荷重変形 あり 

 

3. 得られた成果 

 スタティック解析により得られた座標値を表-2 に示す．基準とした R7 GNSS により得られた座標

は(緯度(deg)，経度(deg)，楕円体高(m))=(36.105359573, 140.184691851, 73.682)であった．表-2 では

その基準からの差を経度，緯度に関しては 10-9（deg），楕円体高に関しては m 単位で表示したもので

ある． 
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表-2 スタティック解析の結果．緯度・経度の差の単位は 10-9（deg），楕円体高の差の単位は m 

基準点 基線長 緯度の差 経度の差 楕円体高の差 

つくば１ 250m −10 −176 +0.005 

阿見 13.5km +14 −139 −0.070 

守谷 20.3km −8 −149 −0.078 

利根 26.5km −71 −140 −0.085 

 

緯度，経度の 10-9（deg）差は概ね局所座標系の 0.1mm に相当する．今回の観測では南北方向では

基準との差が数 mm，東西方向では 1.5cm 程度の範囲に収まっている結果となった．経度方向ではど

の基準点に対しても 1.5cm 程度のずれを示しており，使用したアクティブアンテナの位相中心オフセ

ットが見えている可能性が高い．楕円体高ではつくば 1 に関しては 5mm の差で収まるものの，その

他の基準点に対しては距離に応じて 7～9cm 程度のバイアスが見られる．1 周波観測では電離層補正は

放送暦などの情報に頼るほか無く，10km 以上の基線長で高さを cm 精度で決定することは難しい．今

後は 10km 以内の基線長について高さ方向の精度の変化を調べる必要がある．水平位置に関しては今

回の観測では基線長が 20km 以内であれば 2mm 程度の較差で位置決定ができた． 

 スタティック解析は観測点が観測の間移動しないことを前提とした解析であるため，測位解の利用

目的によっては正確な測位性能評価ができないことがある．キネマティック解析では観測中の各時刻

において位置の変化にも対応できる． 

 図-2 及び図-3 にそれぞれ基準点をつくば 1，阿見としたキネマティック解析結果を示す． 

 

 

図-2 つくば１を基準点としたキネマティック解析結果のプロット 
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図-3 阿見を基準点としたキネマティック解析結果のプロット（単位：m）．緑のプロットは Fix 解，黄色のプロ

ットは Float 解を示す． 

 

 図-2 及び図-3 は上から順に南北，東西，上下方向の時系列プロットであり，それぞれのプロットの

右上の値は平均値（水平成分：deg および高さ成分：m）と標準偏差（m）である．括弧内の値は Fix

解を対象にした平均値と標準偏差である．R7 GNSS による基準と比較するためには器械高 1.451m を

楕円体高から差し引く必要がある． 

 つくば 1，阿見を基準点とした解析では Fix 率は約 78％であった．各座標値の平均はスタティック

観測で得られた座標値と数 mm の範囲で一致した．標準偏差は水平成分で 1cm 程度，高さ方向で 2cm

程度であり，測量用 GNSS 受信機と比較してもほとんど遜色ない結果となった．ただし R7 GNSS によ

る同条件のキネマティック解析では Fix 率として 99％が得られており，安定性の面では依然として測

量用 GNSS 受信機が優位である． 

 

4. 結論 

市販の小型 GNSS 受信機に小型コンピュータ，バッテリー，ソーラーパネルを組み合わせて GNSS

観測装置を試作した．今後使用パーツを見直すことで製作コストは 10 万円を下回る見込みである． 

今回試作した観測装置を用いて基線長を変化させながらスタティック解析を実施したところ，短基

線であれば測量用 GNSS 受信機と数 cm の差で一致した．アンテナ位相中心を適切に補正することで

さらに確度を向上することが可能であると推察される．また，キネマティック解析では座標値の平均

はスタティック解析の結果とほぼ一致し，標準偏差は水平方向で約 1cm，上下方向で 2cm 程度となっ

た．これも測量用 GNSS 受信機に迫る性能である．ただし Fix 率に関しては測量用受信機が有意に高

い結果となった． 
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SAR データを用いた測地系保持手法に関する研究（第 1 年次） 
 

      

実施期間 平成 29 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

中川 弘之 

 

1. はじめに 

地震や火山活動に伴って顕著な地殻変動が発生した場合，変動域の基準点成果を改定する必要が生

じる．国土地理院ではこのような場合，変動域の地殻変動前の基準点成果に対して，地殻変動分を補

正するための補正パラメータを作成し一般に公開している． 

この補正パラメータは，電子基準点の変動量と三角点や水準点の改測により得られる変動量に基づ

いて作成している．しかし，改測には時間がかかるためにパラメータの提供が迅速には行えない．さ

らに，電子基準点の GNSS 対応の推進と衛星測位を用いて測量を効率化するスマート・サーベイ・プ

ロジェクト方式の導入，セミ・ダイナミック補正の普及を踏まえ，従来の一等から四等までの三角点

は，少数の三角点を除き今後 10 年程度で測量の基準としての用途を廃止する方針が示されている（国

土地理院技術協議会基準点体系分科会（V），2014）．したがって，今後は三角点・水準点の改測にで

きるだけ依存しないような補正パラメータの作成手法が求められている． 

このような状況の中，北行軌道，南行軌道の右方向と左方向の四方向から観測された SAR 干渉画像

を用いて，地殻変動の三次元的な変動場を面的に推定する手法が発表された（Morishita et al.，2016）．

本研究では，この手法で求められた三次元的な変動場を基準点成果の補正パラメータの構築に用いる

ことの可能性について検討を行う． 

 

2. 研究内容 

平成 29 年度は，Morishita et al.（2016）に基づいて，python や bash といったフリーのツールを用い

て，北行軌道，南行軌道の右方向と左方向の四方向から観測された SAR 干渉画像から，面的に三次元

の変動場を推定するツールを開発するとともに，2015 年 8 月 15 日の桜島の火山活動に伴う地殻変動

を対象として，Morishita et al.（2016）の結果及び GNSS 連続観測点で実測された変動量との比較を行

った． 

 

3. 得られた成果 

図-1 に，本研究で開発したツールを用いて推定した 2015 年 8 月の桜島の火山活動に伴う地殻変動

の三次元分布を示す．使用したデータは Morishita et al.（2016）と同じ ALOS-2 の 4 ペアで，干渉画像

の作成には新 GSISAR を使用した．このとき，長周期の位相誤差はシーン内の GEONET のデータを用

いて除去している．この結果を見ると，山頂の南東側に東方向の変位及び隆起が見られること，また，

山頂を挟んで北側に北向きの，南側に南向きの変位が見られるなど，定性的には Morishita et al.（2016）

の結果と整合的である． 

次に，より詳細に両者を比較するために Morishita et al.（2016）による解析結果との差分をとった

（図-2）．東西変位，上下変位はほぼ一致した結果が得られているが，南北変位については特に桜島の

東岸で，Morishita et al.（2016）の結果に比べて数 cm 程度の正（北向き）の残差が見られる． 
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図-1 北行軌道，南行軌道の右方向と左方向から観測した SAR 干渉画像を用いて推定した，桜島の 2015 年 8

月 15 日の火山活動に伴う地殻変動の三次元分布 

 

 

図-2 本研究による解析結果と Morishita et al.（2016）の解析結果との差分 
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本研究と Morishita et al.（2016）とでは，干渉画像から三次元の変位を算出するアルゴリズムは同じ

であるので，これは，元にした干渉画像に差があったために生じたものであると考えられる． 

桜島島内には，電子基準点 3 点と気象庁の GNSS 連続観測点 4 点の計 7 点の GNSS 連続観測点が設

置されている．これらの観測点における 2017/7/21～8/18 の期間の地殻変動量と，上記の SAR 干渉解

析から求められた地殻変動の三次元成分との比較結果を図-3 に示す．なお，図-3 中のエラーバーは，

各点で三次元成分を計算する際の最小二乗法における標準誤差の平均値で，東西変位，南北変位，上

下変位でそれぞれ 1cm，4cm，1cm である．また，横軸の観測点は西から東へ並んでいる． 

これを見ると，J884 から J885 までの観測点においては，東西，南北，上下の各変位成分とも，誤

差の範囲内でおおむね整合的である．一方で，東側の観測点 J882 と 960720 ではいずれの成分も GNSS

による変位と干渉 SAR から求めた変位の食い違いが大きくなっており，特に南北変位でその差が大き

い．この結果は，図-1 の南北変位の分布において桜島の東部に見られた北向きの変位が，何らかの要

因による誤差であることを示唆している．  

 

 

   

図-3 桜島島内の GNSS 連続観測点における GNSS 連続観測による変位と干渉 SAR から求めた変位との比較． 

  右下に桜島島内の GNSS 連続観測点（赤丸は国土地理院の観測点．青丸は気象庁の観測点）を示す． 

 

4. 結論 

Morishita et al.（2016）に基づいて，北行軌道，南行軌道の右方向と左方向から観測された SAR 干

渉画像から面的に三次元の変動場を検出するツールを開発するとともに，同論文と同じ干渉ペアを用

いて桜島の 2015 年 8 月の火山活動に伴う地殻変動の三次元分布を推定し，同論文の結果と比較した．

その結果，変位の分布パターンについてはおおむね整合的であったが，桜島東部においては Morishita 

et al.（2016）と異なる数 cm 程度の北向きの変位が見られた． 

GNSS 連続観測点における変動量との比較においては，多くの観測点では標準誤差の範囲で整合的
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であったが，桜島東部の 2 点についてはいずれの成分も有意に差が大きかった． 

本研究と Morishita et al.（2016）との比較に見られるように，同じアルゴリズムを用いても作成した

干渉画像のわずかな差によって，推定される変位に数 cm程度の差が生じうることが明らかになった．

本研究では，干渉画像の作成においては，国土地理院における SAR 干渉解析で通常行われる手順にし

たがって，干渉画像に含まれる長周期の位相誤差を GEONET のデータを用いて補正する手法を用いて

いる．GNSS による変位との比較は，それだけでは長周期の誤差が干渉画像に残りうることを示唆し

ている． 

今後，SAR 干渉画像から推定される三次元的な変動場を基準点成果の補正パラメータの構築に用い

る際には，作業手法や精度管理の標準化を実施し，作業者による解析結果のばらつきをできるだけ少

なくするとともに，長周期誤差補正の品質をより詳細に把握してこれを小さくするような手立てを検

討することが必要である． 
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広帯域地殻変動把握のためのキネマティック GNSS 測位の利活用に関する研究

（第 1 年次） 

 

         

実施期間 平成 29 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

宗包 浩志 

 

1. はじめに 

キネマティック GNSS 解析は，GNSS 観測の観測エポック（通常 1～30 秒）毎に観測局位置を推定

する技術である．例えば，国土地理院で行われている電子基準点の定常解析のように，決められた時

間窓（例えば 1 日）の中では観測局位置が不動と仮定して一つの位置を推定するスタティック GNSS

解析に比べ，精度の点は劣るものの，時間窓の中で観測局の位置変化があった場合でもダイナミック

な変動を記録できるというメリットがある． 

キネマティック GNSS 解析により推定される観測局位置時系列は，時間分解能が高いことからしば

しば変位地震動を捉える目的で用いられる．その一方，より長い周期帯においても特性が変化しない

ことから，適切に平均化処理を行った上で，より長周期の変位も捉えるためにも用いることができる．

従来は，地震動は地震計，長周期の変位は GNSS のスタティック解析による観測局位置時系列と，対

象とする現象に応じて異なるデータセットを用いていたが，その場合，地震計の感度が失われる周期

数百秒からスタティック測位が可能となる数時間の間にギャップが生じてしまうことや，両者の性質

の差から推定値にバイアスが生じる可能性があるなどの問題点があった．キネマティック GNSS 解析

はそのような問題を解決し，広帯域の地殻変動を均質に解析することを可能とするものである． 

本研究では，キネマティック GNSS を用いてさまざまな地球科学現象による広帯域の地殻変動を把

握する．また，そのために必要なキネマティック GNSS 解析の誤差低減手法の検討や，効果的な解析

手法の検討を行う． 

 

2. 研究内容 

平成 29 年度は，2000 年三宅島噴火イベントの際に得られたキネマティック GNSS 時系列に対し，

アンサンブルカルマンフィルタ（EnKF）（Evensen, 1994）によるネットワークインバージョンフィル

タ（NIF）（Segall and Mathews, 1997）を適用し，火山性地殻変動力源の時間変化を追跡した． 

NIF は各観測点における地殻変動データから地殻変動力源（茂木モデルなど）のパラメータを推定

する手法の一つである．推定の際，地殻変動力源のパラメータをランダムウォークとして取り扱い，

時間的な拘束をかけながら時間発展を逐次推定することで，安定的に地殻変動力源のパラメータの時

間変化を追跡することができる．パラメータのランダムウォークの振幅を与えるハイパーパラメータ

は，自己組織化法（Kitagawa, 1996）により観測データから推定される． 

 2000 年当時の三宅島における火山性地殻変動の力源は，先行研究（Munekane et al., 2016）により山

頂下に存在する三軸楕円体で表現できることが明らかにされている．従って今回の解析においても三

軸楕円体の力源を仮定し，6 月 26 日に発生したダイク貫入イベントの影響が収まってきた 6 月 28 日

から，カルデラ形成が始まり相似的な長周期微動が安定して発生するようになった 7月 13日にかけて，

力源の位置や形状がどのように変化したのかを調べた．データとして，三宅島島内および周辺の島（御

蔵島，神津島，新島，式根島）の GPS 観測点計 22 点の 30 秒キネマティック解析結果を，6 時間窓を
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3 時間毎にずらして得られる平滑化時系列を用いた． 

 

3. 得られた成果 

図-1 に三軸楕円体の深さ，体積変化率および形状パラメータ（鉛直と水平長軸の軸比（RATIO1），

水平長軸と水平短軸の比（RATIO2））を示す．7/8 から始まるカルデラ形成に先立ち，7/6 から力源が

1km ほど上昇していることが分かる．さらに，7/6 のマグマだまりの上昇の際，形状がより縦長に変

化したが，3, 4 日で元に戻っている．また，この時期マグマだまりの体積は減少を続けているが，7/8

以降カルデラ形成に伴い，マグマだまりの体積変化率が急速に小さくなり，7/11 前後には体積増加（＝

山体の膨張）に転じていることがわかる． 

 

  
 

図-1 推定された三軸楕円体の深さ，体積変化率及び形状パラメータ 

 

4. 結論 

2000 年三宅島噴火イベントの際に観測された GNSS データから得られたキネマティック GNSS 時系

列に対して EnKF による NIF を適用し，火山性地殻変動力源の時間変化を追跡した．通常の NIF は，

カルマンフィルタ（KF）を用いているため扱える火山性地殻変動力源に制約があるが，KF に変えて

EnKF を用いることで，一般的な火山性地殻変動力源を取り扱うことに成功した． 

通常一回の噴火イベントの中では火山性地殻変動力源の位置，形状はかわらず，体積のみが変動す

るという解析結果がほとんどであるが，2000 年三宅島噴火イベントは，力源の位置，形状がダイナミ

ックに変化するという世界的にみても珍しい事例であることが明らかになった． 
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低軌道衛星の精密軌道決定が拓く全球規模の測地学（第 4 年次） 

実施期間 平成 26 年度～平成 29 年度 

地理地殻活動研究センター

宇宙測地研究室 松尾 功二 

1. はじめに

数ミリ/年という海面高変動に代表されるように，地球環境の変化が全球規模で及ぼす現象は極めて

小さな量となる．その長期かつ正確な監視のためには，地球の幾何学的・力学的形状を高い精度で計

測し続けることが不可欠である．このような背景から国際測地学協会は測位精度 1 ミリ（0.1 ミリ/年）

の地球観測を実現するべく，GNSS，VLBI，SLR，DORIS，重力観測など全球規模の測地観測を国際

的に統合する枠組みである「GGOS」（Global Geodetic Observing System：全球統合測地観測システム）

を 2003 年に発足し，国際連携による測地観測の推進を図っている（Drewes et al., 2012）． 

GGOS の掲げる測位精度を達成するには，観測インフラの整備と開発に加えて，各種測地データの

解析技術の高度化も重要な要素となる．そこで本研究では，SLR データの解析技術の改良に取り組む

ことで，精密な地球観測に必要となる地球測地パラメータの高精度化に臨む．SLR は，地球を周回す

る人工衛星の軌道を計測する技術であり，人工衛星の軌道情報を通じて，地球の重心項や低次重力項

といった重力関連の地球測地パラメータを決定することができる．本研究では，特に，地球の重心項

及び低次重力項の高精度決定に焦点を当て，低軌道衛星の力学モデルの改良や補正モデルの精密化に

取り組む．

2. 研究内容

(1) 経験的加速度に関する研究

人工衛星を使った宇宙測地データの解析において，人工衛星に作用する加速度モデルの精度は徐々

に向上しているものの，ミリメートルの精度を達成するために十分なモデルは未だ構築されていない．

それを解決するため，単純な形をした「経験的加速度」を導入し，加速度モデルに取り込むことで，

軌道の加速度を吸収させることが一般的である．そこで，経験的加速度の定数項・周期項が地球測地

パラメータに与える影響を評価した．実在する衛星の軌道に対して，小さく経験的加速度を加えて数

値積分を行い，元の軌道との差を計測し，合わせて変数間の相関を調べた．その結果，地球重心の Z

成分，地球の重力定数（GM），同じく 2 次の項（J2）との相関が高いことが分かり，これらを導出す

る際には経験的加速度の適切な選定が重要であることを示すことができた（大坪ほか, 2014）． 

(2) 地上測地観測局の最適な配置に関する研究

SLR 観測網に関し既存のものを補強するとして，そもそも地球上のどこに新たな観測局を設置する

ことが有効であるかについて，詳細なシミュレーション解析を実施した．その結果，南半球高緯度域

の空白域を埋めることが概して有効であり，その度合いは対象とする地球測地パラメータによって変

わってくることも定量的に示すことができた（Otsubo et al., 2016）． 

(3) 低次重力項の精度向上に関する研究

SLR データの解析戦略に，SLR 局位置の同時推定，測距バイアスの推定，変数間相関を考慮した経

験的加速度の導入，低軌道衛星に作用する大気抵抗の補正モデルの導入，時間変動項を含む初期重力

場モデルの導入，などの改良を施し，地球の低次重力項を 4 次の係数まで導出した．得られた SLR 重
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力解を，重力衛星 GRACE の観測結果と比較し精度検証を行ったところ，従来の SLR 重力解と比べ，

GRACE 重力解との適合度（RMS 減少率）が平均で約 50%改善した（Matsuo and Otsubo, 2017）． 

 

3. 結論 

 人工衛星に作用する摂動力を補正するための物理モデルや経験的加速度を改良することで，SLR か

ら導出される重力関連の地球測地パラメータの高精度化に成功した．また，今後新たに SLR 観測局を

設置する際に，地球測地パラメータの決定精度を効果的に向上させる最適な配置について明らかにな

った．これらの成果は，GGOS の掲げる測位精度 1 ミリ（0.1 ミリ/年）の観測目標を実現する上で，

有益なものとなる． 

 本研究で得られた SLR 低次重力解は，国土地理院一般研究「ジオイドと重力場の時間変動抽出と機

構解明に関する研究」で活用する予定である． 
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